
朝 監 第 4 9 号  

平成 30 年３月９日    
 朝来市長    多 次 勝 昭 様  
朝来市議会議長 渕 本   稔 様    

朝来市監査委員 松 田 理 明       
同    太 田   茂         

   平成 29 年度前期定期監査の結果報告について（提出）    
 地方自治法第 199 条第４項の規定により、平成 29 年度前期定期監査を実

施したので、同条第９項の規定により監査結果に関する報告書を提出します。 
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平成 29 年度前期定期監査報告書   
１ 監査の実施日  

平成 29 年 10 月 24 日から平成 30 年１月 26 日まで  
２ 監査の対象 

(1) 対象部局 

都市環境部 建設課、都市開発課、地籍調査課、上水道課、環境課 

会計課、議会事務局、行政委員会事務局  
(2) 対象期間 

平成 29 年４月１日から９月 30 日まで 

(3) 監査事項 

ア 事業管理状況 

イ 予算執行状況 

ウ 収入事務、支出事務 

エ 契約事務 

オ 市単独補助金の交付状況 

カ 負担金・分担金の徴収状況 

キ 使用料・手数料等の滞納・収納状況 

ク 施設の光熱水費、通信費の支出状況 

ケ 行政財産、普通財産の使用許可状況 

コ 財産の取得及び管理状況、現金等の管理状況 

サ 職員の勤怠管理、公務旅行に関する事項 

 

３ 監査の方法 

書類調査として、監査対象部局から提出された監査資料、勤怠管理及

び公務旅行に関する帳簿類の内容を点検した。また、実地調査として、

事務執行状況や職員の勤務状況等に関する聞き取り、契約関係書類の点

検、現金及び物品の管理状況の点検、土地や施設の管理状況の実見を行

った。 

書類調査及び実地調査の後、監査対象部局との面談を実施し、事業の

進捗やその有効性、経済性等について、また、現在認識している課題と

その対応策について確認した。 

また、本報告書提出に先立ち、朝来市監査事務執行規程第６条に定め

る講評を実施した。   
４ 監査の結果及び意見  

地方自治法第 199 条第１項及び第４項の規定に基づき、財務に関する
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事務の執行及び経営に係る事業の管理について監査した結果、各部局の

所管する各種事務事業は、おおむね適正に処理・執行されていると認め

た。  
なお、以下の事項については改善措置を講じることが望ましいものと

認められる。 

(1) 職員の勤怠管理について 

就業週報・月報、タイムカード、出勤簿、休暇簿、週休日等の振替

簿、時間外勤務命令簿を点検した結果、記載・計算の誤り、出退勤時

刻の表示欠落、休暇取得手続の遺漏、時間外勤務手当の支給誤り等、

多くの不備・不整合を検出した。服務に関する条例、規則等を遵守す

ることはもとより、定期的な確認・検査を行い、適正な勤怠管理の実

施に努められたい。 

時間外勤務や休日出勤が一部の職員に偏る傾向や、休暇取得率が突

出して低い部局がある。部局内及び部局間の業務量・負担の実態を明

らかにし、特定の職員・部局に負担が集中することのないよう、職員

配置の適正化及び職員の実務能力向上に努められたい。 

(2) 物品の管理について 

備品台帳を基に備品の管理状況を点検した結果、台帳整備未了、台

帳外備品の保有、遊休備品の保有、数量の不一致、備品管理シール未

貼付等、多数の不備・不整合を検出した。全庁的な問題として、現行

の備品管理のあり方には多大な改善が必要であると思量する。  
公用車の管理はおおむね適切であると認められたが、一部において

車内喫煙や車両使用簿の不記載等、不適切な事例を検出した。各部局

の公用車管理状況を定期的に実見して指導を行う等、適正管理の徹底

を図られたい。  
公用車の管理に関連して、事故防止の取組に一層の注力を求めたい。

事故防止に向けて既に様々な取組を行っているところではあるが、そ

うした取組が事故の抑止に実際寄与しているか検証することが必要

であろう。運輸業、警察機関等、車両運転に関して高度な危機管理意

識が求められる事業所内・組織内における事故防止の取組を参考とす

る等、事故の抑止に真に有効な取組の展開を図られたい。  
(3) 未収債権の回収について 

今回監査の対象部局に係る未収債権の種別及び収納状況は資料３

のとおりである。現在、未収金の徴収は債権の種別ごとに各債権の所

管課が担当している。そのため、徴収の頻度、方法、成果は課ごとに

異なっており、回収能率は低いと言わざるをえない。 

限られた職員数の下、回収能率を高めるためには、現行の債権管理

体制を抜本的に改める必要があると考える。未収債権の一元管理や徴

収業務の外部委託等、効果的かつ効率的な管理収納のあり方を研究し、
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早期に実現を図られたい。 

(4) 事業展開にあたっての留意事項 

人口減少の進行、財政構造の硬直化が危惧されるところである。こ

れらの問題に対処するためには、すべての職員が現状及び将来に対す

る危機意識を深めること、経営感覚を磨くこと、そして行財政改革の

取組を進め、選択と集中による効果的かつ効率的な業務の遂行に努め

ることが求められる。これに関し、事業実施の過程で遵守すべき事項

を以下に列挙する。すべての事業実施に当たって特段の留意を求めた

い。  
・第２次総合計画の最重要課題である人口政策に寄与すること  
・中長期的な戦略、将来ビジョンを明確にした上で事業に臨むこと  
・ＰＤＣＡサイクルを確立すること  
・事業の有効性、効率性、経済性、継続の必要性について真摯に検  
 証すること  
・部局間及び関係機関との連携を緊密にし、強化すること  
・国・県の補助制度を最大限活用すること   

５ 部局別事業執行状況及び意見  
監査において関係職員から事業執行状況について説明を受けた事項、

資料等により確認した事項及び部局別監査意見は次のとおりである。  
なお、本文中の金額は千円単位で表記している。また、予算現額、支

出済額及び補助率は、平成 29 年９月 30 日現在のものである。   
(1) 都市環境部 建設課 

ア 事務分掌 

主に道路・橋梁の新設・改良、河川改修、除雪、国県道事業に関

する事務を担当している。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 道路橋梁新設改良事業 

[予算現額 4 億 6,920 万円 支出済額 3,096 万 1 千円 執行率 

6.6％] 

円滑・安全な道路交通及び施設長寿命化の推進を目的として、

市道の拡幅・改良、橋梁の修繕等に取り組んでいる。 

ウ 監査意見 

道路・橋梁の維持管理及び修繕に係る事業の増加を見据え、長期

的展望の下、計画的な取組を行うよう努められたい。また、既存施

設の修繕には多額の財源が必要なことから、国等からの補助金等財

源確保を進められたい。  
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(2) 都市環境部 都市開発課  
ア 事務分掌  

主に都市計画、まちづくり事業、公営住宅、街なみ景観、空き家

対策に関する事務を担当している。  
イ 主要事業の実施状況等  
① 空家等対策事業  

[予算現額 524 万 8 千円 支出済額 4 万円 執行率 0.8％] 

空家等の有効活用を図ることを目的として、空家等の適切な管

理に関する施策に取り組んでいる。今年度は、空家等対策計画の

策定、関係条例の制定に取り組んでいる。 

② 街なみ環境整備事業（多々良木地区） 

[予算現額 652 万 7 千円 支出済額 50 万 8 千円 執行率 7.8％] 
独特の景観を活かしたまちづくりを行い、地域の活性化を進め

ることを目的として、自然景観と文化的景観が調和した賑わいあ

る多々良木地区のまちづくりに取り組んでいる。今年度は、たた

らぎ芸術の森まちづくり協議会活動助成のほか、サイン及びポケ

ットパークの詳細設計を実施している。 

③ 定住促進住宅整備事業 

[予算現額 1 億 611 万 4 千円  支出済額 100 万 8 千円  執行率 

0.9％] 

主に若者や子育て世代の定住促進を目的として、定住促進住宅

和田山団地のリフォーム及び駐車場整備に取り組んでいる。 

ウ 監査意見 

① 空家等対策事業について 

空家等の発生予防、適切な管理及び有効活用に関する施策を確

実に進め、特定空家等を発生させない取組に注力されたい。 

② 街なみ環境整備事業（多々良木地区）について 

事業展開に当たっては、たたらぎ芸術の森まちづくり協議会が

中心的役割を果たすことを鑑み、同協議会の運営を盛り上げ、そ

の機能強化を図るよう努められたい。 

 

(3) 都市環境部 地籍調査課 

ア 事務分掌 

地籍調査に関する事務を担当している。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 地籍調査事業 

[予算現額 3 億 570 万 6 千円 支出済額 4,306 万円 執行率 

14.1％] 

国土調査法等に基づき、地籍調査事業に取り組んでいる。平成
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29 年度末の調査済面積は 211.87km2を、事業進捗率は 54.2％を

予定している。 

ウ 監査意見 

順調に事業を進め、県平均を大幅に上回る事業成果を収めている

ことを評価したい。一層の事業推進に向けて、県営事業予算の確保

及び調査員の育成に努められたい。   
(4) 都市環境部 環境課 

ア 事務分掌 

主に環境施策の総合的企画・推進、環境保全対策、公害対策、一

般廃棄物の処理、斎場の整備・維持管理、下水道事業を担当してい

る。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 斎場整備事業 

[予算現額 2,731 万 6 千円 支出済額 0 円 執行率 0.0％] 

朝来市斎場の施設整備として、火葬炉の修繕を行う。事業の完

了は平成 29 年 12 月末を予定している。 

② 下水道事業特別会計 集落排水施設管理費 施設管理費（生野、 

和田山、山東、朝来） 

[予算現額 1 億 1,950 万 9 千円 支出済額 4,316 万 2 千円 執行 

率 36.1％] 

市内 13 箇所の農業集落排水処理施設の維持管理、使用料の賦 

課徴収等に取り組んでいる。 

③ 下水道事業特別会計 集落排水施設建設費 施設整備事業費 

[予算現額 1,380 万円 支出済額 0 円 執行率 0.0％] 

農業集落排水処理施設の長寿命化を図るため、最適整備構想の

策定、長寿命化工事に取り組む。 

④ 下水道事業特別会計 公共下水道管理費 

[予算現額 7,254 万 4 千円 支出済額 2,313 万 8 千円 執行率 

31.9％] 

公共下水道和田山処理区に係る施設の維持管理、使用料の賦課

徴収等に取り組んでいる。 

⑤ 下水道事業特別会計 特定環境保全公共下水道管理費（東河処理 

区、糸井処理区、生野中央処理区、山東中部処理区、朝来処理区） 

[予算現額 1 億 6,328 万円 支出済額 5,237 万 8 千円 執行率 

32.1％] 

市内５箇所の特定環境保全公共下水道処理施設の維持管理、使

用料の賦課徴収等に取り組んでいる。 
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⑥ 下水道事業特別会計 公共下水道建設費 施設整備事業費 

[予算現額 1億 3,800万円 支出済額 1,814万円 執行率 13.1％] 

枚田岡処理分区内の面整備、小規模浄化センターの統合、公営

企業会計適用に向けての固定資産調査に取り組んでいる。 

⑦ 下水道事業特別会計 特定環境保全公共下水道建設費 施設整 

備事業費 

[予算現額 7,600万円 支出済額 2,670万 9千円 執行率 35.1％] 

中部浄化センターの長寿命化工事に取り組んでいる。 

ウ 監査意見 

下水道事業への公営企業会計適用に向けて、経営実態を明らかに

し、経営戦略を整えることが求められる。施設・設備の適切な維持

管理及び統廃合を計画的に進め、合理的かつ健全な経営を実現する

よう努められたい。   
(5) 都市環境部 上水道課 

ア 事務分掌 

水道事業、工業用水道事業、専用水道の維持管理、ダムの維持管

理を担当している。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 水道事業（３条予算） 

[予算現額 7 億 6,060 万 5 千円 支出済額 1 億 2,953 万円 執行 

率 17.0％] 

市内各戸への飲料水供給のために、経営管理、水道施設・設備

の維持管理を行っている。 

② 水道事業（４条予算） 

[予算現額 4 億 4,650 万 9 千円 支出済額 1 億 3,646 万 7 千円 

執行率 30.6％] 

配水管布設替等、水道施設・設備の建設改良事業に取り組んで

いる。 

③ 工業用水道事業 

[予算現額 885 万円 支出済額 130 万 2 千円 執行率 14.7％] 

生野工業団地内５事業所への工業用水供給のために、水道施

設・設備の維持管理等を行っている。 

④ 専用水道維持管理事業 

[予算現額 135 万 7 千円 支出済額 35 万 4 千円 執行率 26.1％] 

黒川本村 38 戸への飲料水供給のために、水道施設・設備の維

持管理等を行っている。 

⑤ ダム管理事業 

[予算現額 2,164 万 2 千円 支出済額 313 万 9 千円 執行率 14.5 
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％] 

兵庫県からの受託業務として、大路ダム及び与布土ダムの維持

管理を行っている。 

ウ 監査意見 

① 水道事業経営について 

将来を見据えた経営戦略の下、施設・設備の適切な維持管理及

び計画的な更新に取り組み、経営の健全性及び安定性を高めるよ

う努められたい。 

② 職員の育成について 

水道事業及び現場に精通した職員が少ない現在の状態を危惧 

している。危機管理的見地からも、事業に精通した職員を早期に

育成することが望まれる。  
(6) 会計課 

ア 事務分掌 

現金・有価証券・担保物の出納及び保管、調定及び収入の審査、

支出命令審査・支出負担行為確認、決算調製等に関する事務を担当

している。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 基金利子の積立て 

[予算現額 819 万 8 千円 支出済額 0 円 執行率 0.0％] 

年度末に、財政調整基金等 12 基金の運用の結果生じる収益（利

子）を積み立てる。 

   ② 会計一般管理事業 

[予算現額 292 万 8 千円 支出済額 69 万円 執行率 23.6％] 

地方自治法、財務規則等に基づく公金管理及び運用等に取り組

んでいる。 

ウ 監査意見 

   ① 現金の管理について 

現金取扱部局における現金の保管状況を実見し、適正な現金管

理及び出納事務が維持されるよう指導・監督に努められたい。 

② 基金の定期預金預入金融機関の選定について 

基金の定期預金預入金融機関の選定に当たっては、ペイオフ対

策として、市が借入れを行っている金融機関を優先的に選定する

配慮が必要であると考える。これは財政担当部局が主体となって

検討すべき問題ではあるが、会計課にあっては、本件について財

政担当部局と十分協議するとともに、公金管理委員会において積

極的な審議がなされるよう調整する役割を果たされたい。 
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(7) 議会事務局 

ア 事務分掌 

議会運営に関する事務を担当している。 

イ 主要事業の実施状況等 

   ① 議会運営事業 

[予算現額 1 億 4,559 万 7 千円 支出済額 7,200 万円 執行率 

49.5％] 

議会本会議及び各種委員会の開催、会議録の調製、広報活動等

に取り組んでいる。 

ウ 監査意見 

インターネットによる議会中継や政務活動費関係書類の開示等、

情報公開に能動的に取り組んでいることを評価したい。こうした取

組は、開かれた市政の推進に資するものであり、一層の充実を期待

するところである。   
(8) 行政委員会事務局 

ア 事務分掌 

固定資産評価審査及び監査に関する事務を担当している。 

イ 主要事業の実施状況等 

① 固定資産評価審査委員会運営事業 

[予算現額 6 万 8 千円 支出済額 1 万 9 千円 執行率 27.9％] 

地方税法に基づき、固定資産台帳登録価格に関する不服の審査

を行う。今年度、審査申出はなされていない。 

② 監査委員運営事業 

[予算現額 353万 2千円 支出済額 118万 6千円 執行率 33.6％] 

地方自治法等に基づき、例月出納検査、決算審査、財政援助団

体監査、定期監査等を実施している。 

ウ 監査意見 

市長及び関係部局に対して改善を求めた監査意見（指摘事項等）

の一部が、措置されないままとなっている。措置状況を十分確認し、

関係部局における改善の取組が着実に実行されるよう対策を講じ

られたい。   
【添付資料】  
資料１ 随意契約状況  
資料２ 市単独補助金の交付状況  
資料３ 使用料・手数料等の滞納・収納状況  
資料４ 公用車管理状況  
＊各資料とも、平成 29 年９月末現在の状況を記載している。  



随意契約状況（平成29年9月末現在）

所管課局 件　　　名 見積業者数 落札価格(円) 備　考

建設課 朝来市橋梁長寿命化修繕計画策定業務 1 4,924,800 業務委託

朝来市道路橋定期点検業務（地域一括発注） 1 44,852,400 業務委託

山陰本線上夜久野・梁瀬間　高架橋点検 1 20,559,000 業務委託

都市開発課 生野駅管理業務 1 4,612,011 業務委託

枚田住宅昇降機保守点検料 1 762,696 業務委託

生野二区団地昇降機保守点検料 1 583,200 業務委託

朝来市定住促進住宅　和田山団地2号棟　改善工事　監理業務 1 1,080,000 業務委託

地籍調査課 平成29年度県営南但馬東部地区地籍調査事業第10工区測量業務 1 12,096,000 業務委託

平成29年度地籍調査事業地籍調査支援システム及び関連機器の保守業務 1 972,000 保守業務

上水道課 簾野浄水場　配水流量計設置工事 3 1,296,000 設備工事

環境課 平成29年度朝来市斎場火葬炉設備耐火材全面積替２基 1 24,494,400 建築工事

平成29年度不法投棄物の監視及び回収業務 1 2,023,840 業務委託

平成29年度朝来市斎場指定管理業務 1 34,369,032 業務委託

平成29年度　安井浄化センター　照明絶縁不良回路改修工事 3 1,188,000 設備工事

※1件50万円以上

9

資料１



所管課局 件　　　名 見積業者数 落札価格(円) 備　考

環境課 平成29年度　安井浄化センター　汚泥脱水機修繕工事 1 702,000 設備工事

和田山クリーンセンター　　 高圧気中開閉器・高圧ケーブル更新工事 1 1,274,400 設備工事

平成29年度　竹田地区コミュニティープラント東側久世田処理施設撤去工事 3 1,188,000 土木工事

平成29年度　安井浄化センター　水中攪拌機№2修繕工事 1 3,240,000 設備工事

平成29年度　秋葉台浄化センターし渣脱水機修繕工事 1 1,155,600 設備工事

平成29年度　朝来市クリーンセンター和田山事業所　受入槽・貯留槽清掃及び汚泥処分等
業務（その１）

1 1,166,400 業務委託

し尿収集車更新業務 1 8,674,102 備品購入

平成29年度　山東南部地区農業集落排水処理施設　液中膜点検整備工事 2 1,566,000 設備工事

平成29年度　立野地区農業集落排水処理施設　液中膜点検整備工事 2 1,566,000 設備工事

平成29年度　立野浄化センター　脱窒槽撹拌装置No１更新工事 3 785,160 設備工事

平成29年度　佐嚢浄化センター　調整槽水中撹拌機修繕工事 1 674,568 設備工事

平成29年度　和田山浄化センター　汚泥処理機械設備修繕工事 1 8,640,000 設備工事

平成29年度　和田山浄化センター　ろ布洗浄水ポンプNo２更新工事 3 950,400 設備工事

平成29年度　柳原第１中継　汚水ポンプ修繕工事 3 1,069,200 設備工事

朝来市立ノ原雨水ポンプ場主ポンプ整備工事 3 1,134,000 設備工事

1
0



所管課局 件　　　名 見積業者数 落札価格(円) 備　考

環境課 平成29年度　下水道管渠等修繕工事 3 756,000 土木工事

平成29年度　東河浄化センター　曝気装置1-1、1-2修繕工事 1 5,508,000 設備工事

平成29年度　生野浄化センター　水処理機械設備修繕工事 1 3,672,000 設備工事

平成29年度　朝来浄化センター　水処理機械設備修繕工事 1 4,611,600 設備工事

平成29年度　山東中部浄化センター　汚泥貯留槽撹拌機修繕工事 3 766,800 設備工事

平成29年度　朝来浄化センター　高圧受電設備更新工事 3 1,188,000 設備工事

農業集落排水長寿命化計画策定事業　最適整備構想策定業務 1 8,015,760 業務委託

議会事務局 朝来市議会インターネット映像配信業務 5 3,223,800 業務委託

議会会議録調製業務 5

1時間当たり
本会議（1週間）
12,000円
委員会（1週間）
12,000円
委員会（4週間）
9,000円

業務委託

1
1



（単位：円）

所管課局 補助金の名称 交付対象者 補助対象事業費 交付金額

環境課 集団回収事業助成金 生野一区 5,990

集団回収事業助成金 生野二区 15,520

集団回収事業助成金 生野三区 5,220

集団回収事業助成金 生野四区 6,090

集団回収事業助成金 生野六区子供会 16,814

集団回収事業助成金 小田和区 6,630

集団回収事業助成金 栃原区 17,564

集団回収事業助成金 奥銀谷地域自治協議会 17,952

集団回収事業助成金 生野中学校ＰＴＡ 74,400

集団回収事業助成金 上生野子供会 5,672

集団回収事業助成金 糸井小学校ＰＴＡ 81,130

集団回収事業助成金 大蔵小学校ＰＴＡ 178,920

集団回収事業助成金 枚田小学校ＰＴＡ 222,420

集団回収事業助成金 東河小学校ＰＴＡ 87,560

市単独補助金の交付状況（平成29年9月末現在） 資料２

1
2



（単位：円）

所管課局 補助金の名称 交付対象者 補助対象事業費 交付金額

環境課 集団回収事業助成金 竹田小学校ＰＴＡ 92,140

集団回収事業助成金 梁瀬小学校ＰＴＡ 163,060

集団回収事業助成金 梁瀬中学校ＰＴＡ 136,010

集団回収事業助成金 山口小学校ＰＴＡ 96,352

集団回収事業助成金 中川小学校ＰＴＡ 109,954

小型合併浄化槽設置促進補助金 居住用住宅に浄化槽を設置した市民 100,000 100,000

小型合併浄化槽設置促進補助金 居住用住宅に浄化槽を設置した市民 100,000 100,0001
3



滞納額 収入済額 収入未済額 収納率 調定額 収入済額 収入未済額 収納率

都市開発課 市営住宅使用料 39,449,070 1,280,697 38,168,373 3.2 91,787,700 35,609,300 56,178,400 38.8

和田山駅前公園駐車場使用料 2,264,100 2,264,100 0 100.0

生野駅北・南駐車場使用料 130,140 81,030 49,110 62.3

屋外広告物許可事務手数料 775,300 775,300 0 100.0

地籍調査課 土地情報成果地図等交付手数料 61,000 61,000 0 100.0

上水道課 水道料金 76,153,340 8,420,683 67,732,657 11.1 319,611,080 307,321,100 12,289,980 96.2

工業用水道料金 3,776,480 3,776,480 0 100.0

専用水道使用料 56,480 5,040 51,440 8.9 557,400 544,580 12,820 97.7

環境課 斎場等使用料 8,889,400 8,889,400 0 100.0

ごみ収集処理手数料 56,000 0 56,000 0.0 56,000 0 56,000 0.0

ごみ持込処理手数料 7,233,900 7,233,900 0 100.0

コミュニティ・プラント使用料 12,237,619 574,912 11,662,707 4.7 69,380,483 66,971,220 2,409,263 96.5

し尿収集処理手数料 475,500 355,170 120,330 74.7 5,352,550 4,246,000 1,106,550 79.3

浄化槽維持管理手数料 914,130 526,070 388,060 57.5 28,799,995 22,027,290 6,772,705 76.5

農業集落排水処理施設使用料 9,759,432 513,476 9,245,956 5.3 63,919,443 62,046,197 1,873,246 97.1

公共下水道使用料 12,745,094 495,079 12,250,015 3.9 46,085,653 43,233,490 2,852,163 93.8

特定環境保全公共下水道使用料 11,514,242 903,129 10,611,113 7.8 71,832,835 69,551,394 2,281,441 96.8

使用料・手数料等の滞納・収納状況（平成29年9月末現在）

（単位：円、％）

所管課局 名　　称
過年度分 現年度分

資料３

1
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乗用 貨物 特種 重機類 購入 リース ガソリン 軽油
ハイブ
リッド

5年
未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年
以上

１万㌔
未満

1万㌔以上
5万㌔未満

5万㌔以上
10万㌔未満

10万㌔
以上

1千㌔
未満

1千㌔以上
5千㌔未満

5千㌔
以上

建設課 普通 16 2 4 10 16 1 14 1 7 2 1 6 6 4 4 2 11 3 2

軽四 4 4 4 4 3 1 2 1 1 1 3

大型特殊 1 1 1 1 1 1 1

都市開発課 普通 1 1 1 1 1 1 1

軽四 3 3 3 3 1 2 1 1 1 2 1

地籍調査課 普通 1 1 1 1 1 1 1

軽四 8 1 7 8 8 3 4 1 2 4 2 8

上水道課 普通 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1

軽四 3 1 2 1 2 3 3 1 2 2 1

環境課 普通 3 3 3 1 2 1 2 1 1 1 3

軽四 3 3 3 3 1 2 1 1 1 3

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
山東事業所

普通 1 1 1 1 1 1 1

軽四 3 3 3 3 3 3 2 1

大型特殊 1 1 1 1 1 1 1

その他 2 2 2 2 1 1 2 2

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
和田山事業所

普通 7 1 6 7 1 6 1 4 2 2 1 4 2 1 4

軽四 6 6 6 6 1 4 1 2 3 1 4 2

26 3 14 6 3 26 0 14 10 2 4 12 8 2 4 6 9 7 8 12 6

今年度走行距離総走行距離

公用車管理状況（平成29年9月末現在）

所管課 種別
保有
台数

環境課　計

燃料区分用途 経過年月取得区分

資料４

1
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